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論文の内容の要旨 
 本論文は、日本の製薬企業を対象として、非連続的な技術変化に対応するための有効な戦略行動
を明らかにしたものである。 
まず、先行研究のレビューにより、非連続的な技術変化への反応型戦略に関する研究蓄積が乏し
いことを挙げ、1)内部資源蓄積と外部資源活用の両者を含めた有効な反応型戦略は何か、2)特に、
①R&D 投資、②オープン・イノベーション（OI; Open innovation）、③M&A を比較した際にどれが
有効か、3)外部資源活用が有効であったとして、組織能力の蓄積も含めたメカニズムはどのような
ものか、という研究課題を提示している。 
このような研究課題に対して、第 4章では、2005年から 2015年における製薬企業 43社の公開デ
ータを用いて実証分析を試みている。その結果、技術成果（パイプラインにおけるバイオ医薬品の
増加率）に対して、OIの累積件数成長率と M&A累積額成長率が統計的に有意な正の影響を持つこと
を明らかにしている。一方で、M&A 累積額成長率の結果について、特定の一部企業の影響が強いこ
とや、時期によっては有意な正の影響が見られないことも示している。 
第 4章の結果を受けて、第 5章では、武田薬品工業株式会社の 2005年から 2015年にかけた戦略
行動を対象とした事例分析を行い、外部資源活用戦略である OIと M&Aについて考察を深めている。
この事例分析では、バイオ医薬品開発におけるキャッチアップのため、当初は M&Aを選択し一定の
成功を収めたが、財務状況の悪化や人材流出といった副作用が懸念されるようになったこともあり、
OIへと舵を切り始めているということが描かれている。そして、R&Dと OI、M&Aのメリットとデメ
リットについて、研究者能力の蓄積、組織能力の蓄積という観点も踏まえて整理している。 
実質的な最終章である第 6章では、第 5章で得られた示唆をもとに、M&Aと OIが、研究者個人の
能力蓄積および組織能力の蓄積を介して技術成果に影響するという仮説設定を行い、医薬品基礎研
究者 164名から得られた質問紙調査データを用いて検証している。その結果、特に非連続的技術(バ
イオ医薬品)において、OI が組織能力の蓄積を介して技術成果に繋がることを明らかにしている。
合わせて、M&Aは研究者能力および組織能力を毀損する可能性があることも示唆している。 
以上の研究成果をもとに、本論文は、非連続的な技術変化への反応型戦略として、外部資源活用、
とりわけ OIの有効性および可能性を提示している。 
  
審査の結果の要旨 
 近年、企業を取り巻く技術環境の変化は激しくなっており、従来は競争優位を保っていた企業が急速
に劣位に陥ってしまう状況が起こるようになってきている。そうした状況において、起こってしまった
非連続的な技術変化にどのように対応するのかが、多くの企業・産業において課題となってきている。
本論文は、このような実務面でのニーズに合致した研究課題に取り組むものであると言える。 
 本論文では、M&Aや R&D投資といった代替的選択肢と比較することで、オープン・イノベーション（OI）
が上記課題の解決に向けた有効な戦略であることを示している。既存の OI 研究において、非連続的技
術変化という状況下で M&Aや R&Dと比較したものや、組織能力の蓄積との関連について実証的に明らか
にしたものが十分にあるとは言えない。その意味で、企業の戦略行動に関する 10 年間の経時データを
用いて非連続的技術変化における OIの有効性を示した点（第 4章）、医薬品開発現場に携わる基礎研究
者のデータを用いて OI と組織能力の蓄積の関係性を示した点（第 6 章）は、既存研究にはない新奇性
があるといえる。 
 一方で、これらの成果は、製薬企業を対象とした分析にとどまっており、どの程度他の産業に適用で
きるものなのかが明確になっていない。また、OIが有効であるという可能性は示されたが、なぜ OIが
有効であるかという因果メカニズムまでは十分に明らかにされてはない。とはいえ、これらの点は今後
の研究課題として取り組むべきものである。 
 このように、本論文は、いくつかの課題は残されているものの、社会的要請に応えるものであると同
時に、近年関心を高めるイノベーション研究、とりわけ OI 研究において大きな貢献を果たしており、
博士（経営学）を授与するに十分なものと判断する。 
 
【最終試験】 
論文審査委員会による最終試験を平成２８年８月２９日に実施し、全員一致で合格と判定した。 
 
【結論】 
よって、著者は、博士（経営学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
 
 
 
 
 
 
